
証券コード 7062

2022年６月10日

株 主 各 位
山梨県中巨摩郡昭和町西条 1514 番地

(本社 東京都渋谷区初台二丁目５番８号)

株 式 会 社 フ レ ア ス
代表取締役社長 澤 登 拓

第20回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第20回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。
本定時株主総会においては、新型コロナウイルス感染症の影響も踏まえ、可能な限

り書面又はインターネットによる議決権の事前行使をお願い申し上げます。
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2022年６月27日（月曜日）

午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
敬 具

記

１. 日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）

２. 場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号

渋谷東口ビル４階 ＴＫＰガーデンシティ渋谷 ホール４Ｃ

３. 目的事項

報告事項 １．第20期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告及

び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２．第20期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類の

内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案

第３号議案

第４号議案

第５号議案

定款一部変更の件

取締役３名選任の件

監査役３名選任の件

会計監査人選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://fureasu.jp/）に掲載させていただ
きます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎新型コロナウイルスの感染拡大防止に関する注意事項

・株主総会に出席する役員及び運営スタッフにつきましては、マスクを着用してご

対応させていただく場合がございます。

・当日の会場は、間隔を空けて座席を配置いたしますので、充分な席数が確保でき

ない可能性がございます。あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげま

す。

・書面又はインターネットでの議決権行使を推奨しております。何卒ご利用をご検

討ください。なお、議決権の行使期限は2022年６月27日（月曜日）午後６時到着

分までとなります。

・ご来場を予定されている株主様におかれましては、当日までの感染状況とご自身

の健康状態にくれぐれもご留意ください。

・特に、ご高齢の方や基礎疾患のある方、妊娠されている方、体調のすぐれない方

は、ご無理をなさらず、ご来場について慎重なご判断をお願い申しあげます。

・ご来場の際は、マスク着用等の感染予防にご協力ください。なお、マスクを着用

されていない方につきましては、運営スタッフよりマスク着用のお願い又はご入

場をお控えいただく場合がございます。

・ご来場の株主様につきまして、体調不良とお見受けされる方には、運営スタッフ

よりお声掛けさせていただき、検温のご協力のお願い又はご入場をお控えいただ

く場合がございます。

・すでにご入場されている方につきましても、体調不良とお見受けされる方には、

ご退出をお願いする場合がございます。

・株主総会の所要時間は可能な限り短縮させていただく予定です。すべてのご質問

にはお答えできない場合がございますので、あらかじめご了承くださいますよう

お願い申しあげます。

株主の皆様におかれましては、大変ご不便をお掛けいたしますが、新型コロナウイ

ルスの感染拡大防止に関しまして、ご理解及びご協力いただきますよう何卒よろしく

お願い申しあげます。なお、今後の状況変化により、株主総会の運営に大きな変更が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://fureasu.jp/）にてお

知らせいたします。

― 2 ―

2022年06月08日 14時33分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。

開会直前には会場受付が大変混雑いたしますので、お早めのご来場を

お願い申し上げます。

議決権行使方法についてのご案内

下記いずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

（1）�書面とインターネット（「スマート行使」を含む。）等により二重に議決権を行使された場合は、インター

ネット（「スマート行使」を含む。）等によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2）�インターネット（「スマート行使」を含む。）等により議決権を複数回行使された場合は、最後に行

われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

重複して行使された議決権の取扱いについて

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。

株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

�その他のご照会 �0120-782-031
（平日9:00～17:00）

�議決権行使について �0120-652-031
（9:00～21:00）

事前の議決権行使をいただく場合

当日ご出席いただく場合

2022年６月27日(月曜日)

午後６時到着分まで

2022年６月27日(月曜日)

午後６時行使分まで

2022年６月28日（火曜日）午前10時

2022年６月27日(月曜日)

午後６時行使分まで

同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご表示いた

だき、行使期限までに当社株

主名簿管理人に到着するよう

ご返送ください。

同封の議決権行使書用紙の右

下「スマートフォン用議決権行

使ウェブサイトログインQRコー

ドⓇ」をスマートフォンかタブ

レット端末で読み取ります。

にアクセスし、同封の議決権

行使書用紙に記載の議決権行

使コード及びパスワードをご

利用のうえ、画面の案内に従

って議案に対する賛否をご登

録ください。

パソコン、スマートフォン等から、

議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

書面による議決権行使

株主総会へ出席

「スマート行使」によるご行使

行使期限行使期限

株主総会開催日時

行使期限

インターネットによるご行使

詳細につきましては次頁

をご覧ください。

詳細につきましては次頁

をご覧ください。

見本�
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同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用議決権行使ウェブ

サイトログインQRコードⓇ」をスマートフォンかタブレット端末で読み

取ります。

表示されたURLを開くと

議決権行使ウェブサイト画面が開きます。

議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案

の賛否をご入力ください。

「次へすすむ」

をクリック

同封の議決権

行使書用紙に

記載の「議決

権 行 使 コ ー

ド」をご入力

ください。

同封の議決権

行使書用紙に

記載の「パス

ワード」をご

入 力 く だ さ

い。

※�ご自身で「パスワード」

を設定されていない株主

様は、新しい「パスワー

ド」をご登録していただ

く必要があります。

確認画面で問題なければ�

「この内容で行使する」�

ボタンを押して行使完了！

※�議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主さまのご負担となります。

※�インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

�スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする �議決権行使ウェブサイトへアクセスする

�議決権行使ウェブサイトを開く �ログインする

�パスワードを入力する���各議案について�

個別に指示する

���全ての会社提案議案に

ついて「賛成」する

※�QRコードⓇは、

株式会社デン

ソーウェーブ

の登録商標で

す。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度

QRコードⓇを読み取り、同封の議決権行使書用紙に記載の「議

決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく必要があり

ます（パソコンから、議決権行使ウェブサイト� https://www.

web54.net�へ直接アクセスして行使いただくことも可能です。）。

https://www.web54.net

�以降は画面の案内に従って

賛否をご登録ください。

「スマート行使」によるご行使 インターネットによるご行使

クリック

議決権行使コード

パスワード

見本�
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(添 付 書 類)

事 業 報 告

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症の

影響を受けているものの、ワクチン接種率の増加による新規感染者数の減少及び
感染予防策を講じた外出規制の緩和に伴い、緩やかな回復傾向にありました。し
かし、世界的には新型コロナウイルス感染症の再拡大、ロシア・ウクライナ情勢
等の影響により、先行き不透明な状況が続きました。
当社グループが属する在宅マッサージ業界及び訪問看護業界におきましては、

少子高齢化が加速する一方で、医療機関における病床数の減少が見込まれるとと
もに、特別養護老人ホーム等の介護施設の待機者数は、年々増加傾向にあり、政
府による地域包括ケアシステムの構築の推進活動と相俟って、在宅療養の重要性
がますます高まってきております。
このような状況のもと、当社グループが訪問してサービス提供する対象の一部

には介護施設が含まれておりますが、ワクチン接種率の増加による新規感染者数
の減少等に伴い施設への立ち入り制限が減少したため、前期比では状況が改善し
施術回数が増加しております。

また、団塊の世代が75歳以上の後期高齢者に達する2025年頃には、国民の３人
に１人が65歳以上の高齢者、５人に１人が75歳以上の後期高齢者になるというい
わゆる「2025年問題」の到来が見込まれる環境下において、「2025年問題」の解決
企業として当社グループが事業を遂行していくことを実現すべく、2022年３月よ
り新規事業である看護小規模多機能型居宅介護事業を開始いたしました。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は4,174,557千円（前期比13.7％増）、営

業利益は184,251千円（前期は営業損失16,606千円）、経常利益は223,190千円（前
期比117.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は147,853千円（前期比149.2
％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。なお、新規事業である看
護小規模多機能型居宅介護事業については、「その他の事業」に含めております。

①マッサージ直営事業
マッサージ直営事業では、新型コロナウイルス感染の再拡大の影響に伴い、一

部の介護施設で外部者の施設への立ち入りが制限されましたが、緊急事態宣言等
の解除に伴い、介護施設に向けてサービスの再開を訴求してまいりました。また、
サービス休止中に筋麻痺や関節拘縮といった症状が進んでしまった利用者に対し
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て、日常生活動作能力（ＡＤＬ能力）の向上を目的として、従前よりも高頻度な
サービス提供を提案することで、サービス提供回数の増加に取り組んでまいりま
した。また、介護施設への営業を強化するなど、引き続き当社グループのサービ
スの認知度向上を図ってまいりました。
以上の結果、売上高は3,192,987千円（前期比6.8％増）、セグメント利益は

768,856千円（前期比59.0％増）となりました。

②マッサージフランチャイズ事業
マッサージフランチャイズ事業は、フランチャイズ契約締結後の１ヶ月間、直

営事業所の営業担当者が専属で加盟店の営業活動を実施する新プランの提供を開
始したこと等で「フレアス在宅マッサージ」フランチャイズの新規加盟数が41件
となりました。また、前期に子会社化により当社グループに加わった「レイス治
療院」への営業支援も積極的に実施いたしました。これらにより、フランチャイ
ズ加盟店は32拠点の純増となり、当連結会計年度末における加盟店数は269拠点
（前期比13.5％増）となりました。

以上の結果、売上高は601,328千円（前期比52.4％増）、セグメント利益は
190,652千円（前期比61.4％増）となりました。

③その他の事業
その他の事業セグメントに含まれる主な事業である訪問看護事業は、新型コロ

ナウイルス感染拡大による大きな影響はなく、地域のケアマネジャーに対する営
業の強化及びマッサージ直営事業拠点との共同営業を推進することで、当社グル
ープのサービスの認知活動を推進してまいりました。一方で訪問看護事業及び新
規事業である看護小規模多機能型居宅介護事業のための体制整備などに注力し費
用が先行して発生いたしました。

以上の結果、売上高は380,241千円（前期比31.8％増）、セグメント損失は
60,087千円（前期は営業利益11,901千円）となりました。

(2) 設備投資の状況
当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、148,296千円であります。そ

の主な内訳は、主に看護小規模多機能施設122,879千円及び請求システムの改修費
8,590千円であります。

(3) 資金調達の状況
当社は、新規事業のための投資資金の確保を目的として、長期借入金200,000千

円を調達いたしました。

(4) 対処すべき課題
当社グループは、在宅医療をサポートする企業として、マッサージ直営事業を

主たる事業として展開しております。
現在の我が国は、国民の４人に１人以上が65歳以上の高齢者（出所：内閣府

「平 成 30 年 版 高 齢 社 会 白 書」） と い う 世 界 保 健 機 関 （World Health
Organization:WHO）が定義する「超高齢社会」を迎えております。これに伴い医
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療費のうち入院費を含む診療費は、年間30兆円を超える規模にまで膨らみ（出
所：厚生労働省「平成29年度 医療費の動向」）、我が国は、社会保障費等の増加
による財政の悪化に直面しております。
このような状況下、入院費の削減を目的とした医療機関の病床数の削減が政府

目標として掲げられるとともに、在宅医療と在宅介護の充実化により医療機関に
おける診療から在宅医療への転換を図る地域医療構想（「地域における医療及び介
護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（医療介護総
合確保推進法）」及び「医療法」第30条の４第２項）が政府の方針として打ち出さ
れております。
また、団塊の世代が75歳以上の後期高齢者に達する2025年頃には、国民の３人

に１人が65歳以上の高齢者、５人に１人が75歳以上の後期高齢者になるというい
わゆる「2025年問題」が到来し（出所：厚生労働省 広報誌「厚生労働」2017年
２月号）、多くの医療難民、介護難民の発生への対応が社会問題となることを見込
んでおります。
このような経営環境下、当社グループは「人と人とのふれあいを大切にし社会

貢献すると共に、社員の物心の幸せを追求する」という会社理念のもと、「全国
津々浦々に一人でも多くの方に速やかにフレアスのサービスを提供し、日本の在
宅事情を明るくする。」という経営ビジョンを掲げ、事業を通じて「超高齢社会」
における社会問題の解決に資する企業となることを目指しております。
このような経営方針及び経営環境の下、当社グループが対処すべき課題は、主

として、以下の項目と認識しております。

①人材の定着と採用の強化について
当社グループは、さらなる事業の拡大を図っていくためには、あん摩マッサ

ージ指圧師及び看護師等の専門職をはじめとした人材の定着と採用の強化が重
要であると認識しております。
そのため、当社グループでは、待遇の改善、労務に焦点をあてたコンプライ

アンス委員会の開催、全事業所規模での安全衛生委員会の開催、メンタル面で
の悩み相談が可能な外部相談窓口の設置、定期的に実施される従業員満足度調
査に基づく会社に対する満足度の把握及び従業員等が共感できる会社理念や経
営ビジョンの策定と共有化等を通じて、離職率の低下等、人材の定着に向けた
全社的な取り組みを実施しております。また、人材採用の専門部署の設置、あ
ん摩マッサージ指圧師を育成する専門学校における定期的な会社説明会の実施
等を通じて、採用の強化を図っております。
今後もこれらの施策等を継続的に実施し、人的経営資源の維持と確保に努め

てまいります。

②人材の育成について
当社グループは、適切な事業の遂行と事業の持続的な成長を実現していくた

めには、人材の育成が重要であると認識しております。
当社グループの主力事業であるマッサージ直営事業においては、利用者の療

養生活に資する高品質なサービス提供を継続的に実施していくことこそが、事
業の発展につながるものと考えております。また、あん摩マッサージ指圧師は、
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独立開業が可能な有資格者となります。そのため、優秀な人材を確保し続けて
いくためには、成長実感を得られるような職場環境の提供により当社グループ
での就労意欲を高めていくことが必要となります。
これらの観点から、当社グループは、より高度で充実した教育研修体制の構

築を図り、人材の育成に一層、注力していくことが重要であると認識しており
ます。当社グループは、サービス品質の維持及び向上を図る専門部署を設置す
るとともに、年間70万件を超えるサービス提供実績に基づく症例データを蓄積
し、これらのノウハウを教育研修に活用しておりますが、今後につきましても、
品質管理体制の向上と教育研修制度の充実に積極的に取り組んでまいります。

③安定的な事業基盤の確立について
当社グループは、国民健康保険法及び健康保険法に定められた医療保険制度

並びに介護保険法等に定められた介護保険制度を利用した事業を展開しており、
利用者の多くは高齢者であるとともに、利用者からの収入の多くは、保険制度
に基づく収入となっております。そのため、永続的に事業を通じた社会的な使
命を果たしていくためには、特定の制度や利用者層に過度に依存することを回
避することが重要であると考えております。
当社グループは、保険制度に基づく収入だけではなく、フランチャイズ加盟

店からのロイヤリティ収入をはじめとした収益構造の多様化や、保険適用外サ
ービスの展開による利用者層の拡充等を通じて、安定的な事業基盤の確立に努
めてまいります。

(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第17期

(2019年３月期)

第18期
(2020年３月期)

第19期
(2021年３月期)

第20期
［当連結会計年度］
(2022年３月期)

売 上 高 (千円) 3,711,638 3,962,577 3,672,197 4,174,557

経 常 利 益 (千円) 313,003 119,700 102,695 223,190

親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円) 176,563 56,879 59,320 147,853

１株当たり
当期純利益

(円) 88.16 24.48 25.44 63.30

総 資 産 (千円) 2,491,623 2,505,483 3,189,895 3,390,360

純 資 産 (千円) 1,307,158 1,497,815 1,559,357 1,718,935

１株当たり
純 資 産 額

(円) 580.96 643.23 668.20 731.63

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、期末発

行済株式総数により算出しております。

２．第19期より連結計算書類を作成しておりますので、第18期以前については、当社単体の数値
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を記載しております。なお、第18期以前の親会社株主に帰属する当期純利益については、当

期純利益の金額を記載しております。

３．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日)及び「収益認識に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2021年3月26日)を当連結会計年度の期

首より適用しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係

該当事項はありません。
②重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の
出資比率

主要な事業内容

株式会社オルテンシアハーモニー 5,000千円 100.0％ マッサージフランチャイズ事業

ス カ イ ハ ー ト 株 式 会 社 5,000千円 100.0％ そ の 他 の 事 業

(注) 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

(7) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

事業区分 事業内容

マッサージ直営事業

①保険適用マッサージサービス
歩行困難なため自宅や施設で療養生活を余儀なくされて
いる高齢者等の利用者に対し、自宅や施設を訪問して、
利用者の主治医の同意に基づき、医療保険制度の適用対
象となるマッサージサービスを提供しております。

②保険適用外マッサージサービス
医療保険制度の適用対象外となる、医師の同意を要しな
いマッサージサービスを提供しております。

マッサージフランチャイズ事業

マッサージ直営事業にて提供しているマッサージサービス
につきまして、フランチャイズチェーンによる事業展開を
行っております。加盟店オーナーとフランチャイズ契約を
締結し、開業支援や営業、研修等のサポートを提供してお
ります。
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そ の 他

①訪問看護事業
訪問看護事業における訪問看護サービスは、自宅等で継
続的に療養を要する高齢者等の利用者に対して、その

主治医の指示に基づいて、看護師等が当社の訪問看護ス
テーションより利用者の自宅等を訪問して、療養上の世
話や診療の補助等のサービスを提供しております。

②看護小規模多機能型居宅介護事業
医療依存度の高い人や退院直後で状態が不安定な人、在
宅での看取り支援など、住み慣れた自宅での療養を支え
る介護保険サービスを提供しております。

(8) 企業集団の主要な事業所（2022年３月31日現在）
①本 店（当社） 山梨県中巨摩郡昭和町西条1514番地
②東京本社（当社） 東京都渋谷区初台二丁目５番８号
③事 業 所 直営店 96拠点

フランチャイズ 269拠点

直営店の主な事業所

名 称 所 在 地

札幌事業所 北海道札幌市豊平区

旭川事業所 北海道旭川市

帯広事業所 北海道帯広市

青森事業所 青森県青森市

盛岡事業所 岩手県盛岡市

仙台事業所 宮城県仙台市若林区

秋田事業所 秋田県秋田市

山形事業所 山形県山形市

福島事業所 福島県福島市

茨城事業所 茨城県水戸市

宇都宮事業所 栃木県宇都宮市

群馬事業所 群馬県高崎市

埼玉事業所 埼玉県さいたま市緑区

千葉事業所 千葉県松戸市

我孫子事業所 千葉県我孫子市

佐倉事業所 千葉県佐倉市

千葉中央事業所 千葉県千葉市中央区
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渋谷事業所 東京都渋谷区

杉並事業所 東京都杉並区

世田谷事業所 東京都世田谷区

練馬事業所 東京都練馬区

品川事業所 東京都品川区

両国事業所 東京都墨田区

赤羽事業所 東京都北区

国分寺事業所 東京都国分寺市

横浜青葉事業所 神奈川県川崎市宮前区

横浜あさひ事業所 神奈川県横浜市旭区

山梨事業所 山梨県中巨摩郡

新潟事業所 新潟県新潟市中央区

上越事業所 新潟県上越市

富山事業所 富山県富山市

金沢事業所 石川県金沢市

福井事業所 福井県福井市

静岡事業所 静岡県静岡市駿河区

名古屋事業所 愛知県名古屋市

三重事業所 三重県津市

奈良事業所 奈良県奈良市

吹田事業所 大阪府吹田市

鳥取事業所 鳥取県鳥取市

松江事業所 島根県松江市

広島事業所 広島県広島市西区

山口事業所 山口県山口市

徳島事業所 徳島県徳島市

高松事業所 香川県高松市

松山事業所 愛媛県松山市

高知事業所 高知県高知市

福岡事業所 福岡県福岡市早良区

北九州事業所 福岡県北九州市小倉北区

長崎事業所 長崎県長崎市

熊本事業所 熊本県熊本市東区
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宮崎事業所 宮崎県宮崎市

鹿児島事業所 鹿児島県鹿児島市

沖縄事業所 沖縄県那覇市

訪問看護ステーション盛岡 岩手県盛岡市

ヘルパーステーション盛岡 岩手県盛岡市

訪問看護ステーション宇都宮 栃木県宇都宮市

訪問看護ステーション新潟 新潟県新潟市北区

訪問看護ステーション水戸 茨城県水戸市

訪問看護ステーションすばる 東京都渋谷区

訪問看護ステーションおりおん 東京都港区

訪問看護ステーションリファイン
白金高輪

東京都港区

ＳＫＹＨＥＡＲＴ看護小規模多機
能宮野木

千葉県千葉市稲毛区

他34拠点
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(9) 従業員の状況（2022年３月31日現在）

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

マッサージ直営事業 335名（138名） ▲32名 （ ８名）

マッサージフランチャイズ事業 ４名（ ０名） ０名 （ ―名）

そ の 他 69名（ 24名） 33名 （ ８名）

全 社 （共 通） 41名（ ４名） ５名 （ ―名）

合計 449名（166名） ６名 （ 16名）

(注) １．従業員数は、就業人員数であります。

２．臨時従業員数は、（ ）内に年間平均人員数を外数で記載しております。なお、臨時従業員に

は、パート社員を含み、派遣社員を除いております。

３．全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

(10) 主要な借入先（2022年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 416,760千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 208,387千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 190,676千円

株 式 会 社 山 梨 中 央 銀 行 69,740千円
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２．会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 8,000,000株

(2) 発行済株式総数 2,336,600株

(3) 株主数 787名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 優 美 800,000株 34.23％

澤 登 拓 752,100株 32.18％

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 90,800株 3.88％

櫻 田 浩 紀 60,000株 2.56％

株 式 会 社 Ｋ ａ ｚ ｙ 38,700株 1.65％

有 上 宏 27,400株 1.17％

楽 天 証 券 株 式 会 社 27,300株 1.16％

澤 登 耕 26,900株 1.15％

株 式 会 社 山 梨 中 央 銀 行 20,000株 0.85％

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 20,000株 0.85％

(注) １．持株比率は、小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。

２．持株比率は自己株式（65株）を控除して計算しております。

― 14 ―

2022年06月08日 14時33分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



３．会社の新株予約権等に関する事項（2022年３月31日現在）
当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
2018年２月16日開催の取締役会決議による第１回新株予約権
①新株予約権の払込金額 払込を要しない

②新株予約権の行使価額 １株当たり金378円

③新株予約権の行使条件 新株予約権発行時において当社取締役、監査役
又は従業員であった者は、新株予約権の行使時に
おいて、当社又は当社の子会社の取締役、監査役
又は従業員の地位にあることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他正当な理由
により退任又は退職する者で、当社が取締役会に
おいて特に新株予約権の行使を認めた者について
はこの限りではない。

新株予約権の相続人による新株予約権の行使は
認めない。

新株予約権者は、以下の区分に従って、新株予
約権の全部又は一部を行使することができる。
イ 2018年２月19日から2020年３月31日まで
は、割り当てられた新株予約権の全てについて
行使することができない。
ロ 2020年４月１日から2022年３月31日までは、
割り当てられた新株予約権の２分の１について
行使することができる（権利行使可能となる新
株予約権の数に１未満の端数が生じた場合は、
これを切り捨てる）。
ハ 2022年４月１日から2027年12月31日までは、
割り当てられた新株予約権の全てについて行使
することができる。
その他の新株予約権の行使の条件は、当社と新

株予約権者との間で締結する新株予約権の割当て
に係る契約書に定めるところによる。

④新株予約権の行使期間 2020年４月１日から2027年12月31日

⑤当社使用人等の保有状況

新株予約権の数
目的となる株式の

種類及び数
対象者数

当社監査役 80 8,000 1

（注）2019年１月８日付で普通株式１株につき20株の株式分割を実施しております。
これにより、新株予約権の行使価額並びに目的となる株式の種類及び数は調整後の
内容となっております。
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2018年７月23日開催の取締役会決議による第２回新株予約権
①新株予約権の払込金額 払込を要しない

②新株予約権の行使価額 １株当たり金765円

③新株予約権の行使条件 新株予約権発行時において当社取締役、監査役
又は従業員であった者は、新株予約権の行使時に
おいて、当社又は当社の子会社の取締役、監査役
又は従業員の地位にあることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他正当な理由
により退任又は退職する者で、当社が取締役会に
おいて特に新株予約権の行使を認めた者について
はこの限りではない。

新株予約権の相続人による新株予約権の行使は
認めない。

新株予約権者は、以下の区分に従って、新株予
約権の全部又は一部を行使することができる。
イ 2018年７月24日から2020年７月31日まで
は、割り当てられた新株予約権の全てについて
行使することができない。
ロ 2020年８月１日から2022年３月31日までは、
割り当てられた新株予約権の２分の１について
行使することができる（権利行使可能となる新
株予約権の数に１未満の端数が生じた場合は、
これを切り捨てる）。
ハ 2022年４月１日から2027年12月31日までは、
割り当てられた新株予約権の全てについて行使
することができる。
その他の新株予約権の行使の条件は、当社と新

株予約権者との間で締結する新株予約権の割当て
に係る契約書に定めるところによる。

④新株予約権の行使期間 2020年８月１日から2027年12月31日

⑤当社使用人等の保有状況

新株予約権の数
目的となる株式の

種類及び数
対象者数

当社監査役 80 8,000 1

（注）2019年１月８日付で普通株式１株につき20株の株式分割を実施しております。
これにより、新株予約権の行使価額並びに目的となる株式の種類及び数は調整後の
内容となっております。
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2021年６月29日開催の取締役会決議による第４回新株予約権
①新株予約権の払込金額 払込を要しない

②新株予約権の行使価額 １株当たり金1,109円

③新株予約権の行使条件 新株予約権発行時において当社従業員であった
者は、新株予約権の行使時において、当社又は当
社の子会社の取締役、監査役又は従業員の地位に
あることを要する。ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由により退任又は退職す
る者で、当社が取締役会において特に新株予約権
の行使を認めた者についてはこの限りではない。

新株予約権の相続人による新株予約権の行使は
認めない。

新株予約権者は、以下の区分に従って、新株予
約権の全部又は一部を行使することができる。
イ 2021年７月15日から2024年７月15日まで
は、割り当てられた新株予約権の全てについて
行使することができない。
ロ 2024年７月16日から2025年７月15日までは、
割り当てられた新株予約権の２分の１について
行使することができる（権利行使可能となる新
株予約権の数に１未満の端数が生じた場合は、
これを切り捨てる）。
ハ 2025年７月16日から2031年６月30日までは、
割り当てられた新株予約権の全てについて行使
することができる。
その他の新株予約権の行使の条件は、当社と新

株予約権者との間で締結する新株予約権の割当て
に係る契約書に定めるところによる。

④新株予約権の行使期間 2024年７月16日から2031年６月30日

⑤当社使用人等の保有状況

新株予約権の数
目的となる株式の

種類及び数
対象者数

当社取締役（社外取締役を除
く）

500 50,000 1
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2022年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 澤 登 拓
株式会社オルテンシアハーモニー代表取締役社長
株式会社優美代表取締役社長

取締役副社長 関 根 竜 哉
株式会社オルテンシアハーモニー取締役副社長
スカイハート株式会社取締役

取 締 役 千 葉 大 介 マグナサーチ株式会社代表取締役社長

常 勤 監 査 役 赤 池 雅 司

常 勤 監 査 役 奈 良 香 澄

監 査 役 日 浦 正 貴

日浦公認会計士事務所所長
ライジング・フォース株式会社取締役
トライアンフィールドホールディングス株式会社社外監査役
株式会社あしたのチーム社外監査役

監 査 役 古 賀 望 香川総合法律事務所

(注) １．取締役千葉大介氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役赤池雅司氏、監査役日浦正貴氏及び監査役古賀望氏は、会社法第２条第16号に定める

社外監査役であります。

３．監査役日浦正貴氏及び監査役古賀望氏は、公認会計士としての高い専門性と豊富な経験を有

しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．当社は取締役千葉大介氏、監査役赤池雅司氏、監査役日浦正貴氏及び監査役古賀望氏を東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
当社と、取締役千葉大介氏、監査役赤池雅司氏、監査役日浦正貴氏及び監査役

古賀望氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、会社法第425条第１項で定める最低責任限度額を限度としております。
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(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針(以下、決定方針とい
う。)を取締役会の決議により定めており、その概要は以下のとおりでありま
す。

イ 基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ

として十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締
役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本
方針としております。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬と
しての基本報酬及び株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役に
ついては、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととしております。

ロ 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年
数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準も考慮しながら、総
合的に勘案して決定するものとしております。

ハ 業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決
定に関する方針

（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）
業績連動報酬等は導入しておりませんが、各取締役の個別の報酬原案に

ついては、前事業年度における業績等を勘案して策定しております。当該
制度の今後の導入については、業績とのバランスや役員に対する業績向上
インセンティブ等を踏まえて検討していく方針であります。
非金銭報酬等は、ストックオプションとし、事業年度ごとの業績向上に

対する貢献意欲を引き出すため、業務執行を担う取締役に対し、前事業年
度における業績等を勘案して定める数の新株予約権を一定の時期に支給す
ることがあります。

ニ 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人
別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、代表取締役が社外取締

役と事前に協議した上で、各取締役の職責等を総合的に勘案して原案を策
定しております。取締役会では、職責及び前事業年度における業績等を総
合的に勘案して策定された原案について審議を行い、取締役の個人別の報
酬の割合を決定することとしております。

ホ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については、代表取締役が社外取締役と事前に協議した

上で、各取締役の職責等を総合的に勘案して原案を策定し、取締役会にお

― 19 ―

2022年06月08日 14時33分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



いて、株主総会で決議された総枠の範囲内において、業績、役位、貢献度
等を勘案し、原案について審議して決定しております。なお、役員の報酬
等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定に関与する委員会等は
ありません。

なお、取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、代表取締役が社
外取締役と事前に協議した上で、各取締役の職責等を総合的に勘案して原案を
策定しており、取締役会においては、各取締役の業績、役位、貢献度等を勘案
して審議した結果、決定方針に沿うものであると判断しております。

②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬の額は、2017年６月30日開催の定時株主総会において年額140百

万円以内（うち、社外取締役年額20百万円以内）と決議されております。当該
定時株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は１名）です。
監査役の報酬の額は、2017年６月30日開催の定時株主総会において年額30百

万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４
名です。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役会が個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定

権限を有しており、代表取締役への一任はしておりません。

④取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

61,024
（3,000）

53,000
（3,000）

－
（－）

8,024
（－）

３
（１）

監 査 役
（うち社外監査役）

16,925
（12,500）

16,925
（12,500）

－ －
４
（３）

(注) １．報酬等の額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

2．非金銭報酬等は、ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計

上額であります。
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(4) 社外役員に関する事項
①重要な兼職先である法人等と当社の関係

社外取締役千葉大介氏は、マグナサーチ株式会社の代表取締役社長でありま
す。なお、当社と兼職先との間には特別な利害関係はありません。

社外監査役日浦正貴氏は、日浦公認会計士事務所の所長、ライジング・フォ
ース株式会社の取締役、トライアンフィールドホールディングス株式会社の社
外監査役及び株式会社あしたのチームの社外監査役であります。なお、当社と
兼職先との間には特別な利害関係はありません。

社外監査役古賀望氏の重要な兼職先である香川総合法律事務所と当社との間
には特別な利害関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

社外取締役 千 葉 大 介

当事業年度に開催された取締役会には、14回中14回
出席し、投資ファンドでの経験を経て自ら会社を経
営するなどといった幅広い経験及び見地から適宜発
言を行っております。

社外監査役 赤 池 雅 司

当事業年度に開催された取締役会には、14回中14回、
また、監査役会には、12回中12回出席し、長年にわ
たり製薬企業において業務品質の信頼性保証や法令
遵守の促進の業務に従事した経験から適宜発言を行
っております。

社外監査役 日 浦 正 貴

当事業年度に開催された取締役会には、14回中14回、
また、監査役会には、12回中12回出席し、主に上場
企業における経営陣としての経験、及び公認会計士
として培ってきた豊富な経験及び見地から適宜発言
を行っております。

社外監査役 古 賀 望

当事業年度に開催された取締役会には、14回中14回、
また、監査役会には、12回中11回出席し、主に弁護
士及び公認会計士としての専門的見地から適宜発言
を行っております。

(注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条第２項の規定に基づき、取

締役会決議があったものとみなす書面決議が２回ありました。
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③社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
社外取締役千葉大介氏は、投資ファンドでの経験を経て自ら会社を経営する

など、幅広い経験と高い見識を有しており、当社の重要事項の決定及び経営執
行の監督に十分な役割を果たすことを期待しております。同氏の行った職務と
いたしましては、社外取締役就任以降に開催された取締役会すべてに参加し適
宜発言を行うことで、当社の中長期的な株主価値及び企業価値の向上並びにコ
ーポレートガバナンスの強化に寄与しております。

５．会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
(1) 被保険者の範囲

当社は、当社の取締役、監査役等を被保険者として、会社法第430条の３第１項
に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
被保険者がその地位に基づいて行った不当な行為に起因して損害賠償請求され

た場合の損害賠償金及び争訟費用、並びに、会社の不当な行為に起因して有価証
券損害賠償請求された場合の損害賠償金及び争訟費用が填補対象であります。ま
た、保険料については、その全額を会社が負担しております。なお、被保険者で
ある役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者
が違法に利益又は便宜を得た場合や、法令に違反することを認識しながら行った
行為等に関しては、上記保険契約により填補されません。

６．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 37,000千円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業

年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計

監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、

会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。
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(3) 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人との間において、会

社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定
款に定めておりますが、責任限定契約は締結しておりません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その他その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取
締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

７．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制
①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
イ 当社及び子会社（以下、「当社グループ」という）の取締役及び使用人（以

下、「役職員」という）は、法令及び定款の遵守は当然のこととして、高い
倫理観を保持して誠実に行動することが求められる。当社は、そのような
行動のよりどころとなる企業倫理として「会社理念」「経営ビジョン」及び
「行動規範」を定める。

ロ 当社は、「コンプライアンス規程」を定めるとともに、取締役会において
「コンプライアンス基本方針」を決議して、コンプライアンスの実践を経営
の最重要課題の一つと位置づける。その上で、「コンプライアンス行動規
範」を定め、当社グループのすべての役職員に対して、コンプライアンス
意識が浸透するように努める。また、コンプライアンスに関する教育研修
を定期的に実施する。

ハ 当社は、取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、
コンプライアンスに関する重要事項について慎重かつ十分に審議する。こ
れにより、当社グループのコンプライアンス体制の維持及び強化を図る。

ニ 当社は、取締役社長直轄の組織として内部監査室を設置し、専属の内部監
査人が内部監査活動を実施する。内部監査人は、当社グループにおける業
務の法令及び定款の遵守性、並びに社内規程等への準拠性について、継続
的にモニタリング活動を実施する。

ホ 当社は、企業倫理、コンプライアンス行動規範、法令等に反する行為が早
期に発見され、是正されることを目的として「コンプライアンス規程」及
び「情報管理規程」を定め、内部通報制度を採用する。これにより、企業
倫理、コンプライアンス行動規範、法令等に反する行為があった場合には、
直ちに取締役社長、監査役及び内部監査人等に報告される体制を構築する。
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②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ 当社は、「文書管理規程」を定め、取締役の職務の執行に係る情報を文書又

は電磁的記録により保存する。
ロ 当社の取締役及び監査役は、「文書管理規程」に基づいて取締役の職務の執

行に係る情報を閲覧・謄写することができる。
ハ 文書管理の主管部署は、取締役又は監査役から要請があった場合に備えて、

取締役の職務の執行に係る情報を常に閲覧可能な状態に保つ。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ 当社は、取締役会において、事業活動の継続的な遂行を通じて社会的な責

任を果たしていくこと、ステークホルダーからの社会的な信頼性を維持及
び確保するとともにより一層高めていくことを目的として、「リスク管理に
関する基本方針」を定める。

ロ 当社は、効果的なリスク管理が実施できるように、経営トップのみならず
全役職員参加型のリスク管理体制を構築することに努める。また、取締役
会及び経営会議において、当社グループのリスク管理に関する活発なディ
スカッションを実施する。

ハ 当社は、「リスクマネジメント規程」を定め、リスクの顕在化を防止又は軽
減することを通じて、損失等の発生を抑制するために、適切な対策を立て
実行する体制を構築する。そのために、「リスク管理マニュアル」の整備及
びリスク管理に関する教育研修を実施して、当社グループのリスク管理の
実効性を高める。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ 当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、

「職務分掌規程」を定め、部門組織の職務分掌を明確にした上で、各取締役
の管掌部門及び担当職務を定め、役割分担を明確にする。また、「職務権限
規程」を定め、各取締役の職務上の権限を明らかにする。

ロ 当社は、定例の取締役会を毎月１回以上開催し、経営上の重要事項を慎重
に審議して意思決定の適正化を図るとともに、原則として毎週開催される
経営会議を通じて、取締役社長による迅速かつ公正な意思決定を図る。こ
れにより経営の健全性を確保しつつ、経営の効率化を推進する。

ハ 当社は、年度計画のみならず、中期的な経営計画（以下、「中期経営計画」
という）を策定し、将来の経営目標と経営ビジョンを前提とした中期的な
経営戦略と経営施策を明らかにする。当社は、中期経営計画の策定を通じ
て、計画的かつ組織的な事業経営の実現に努め、経営のスピードを高める。

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ 当社グループにおける業務の適正を確保するため、行動のよりどころとな

る企業倫理として「会社理念」「経営ビジョン」及び「行動規範」を定め、
当社グループのコンプライアンス体制の構築に努める。また、法令違反そ
の他コンプライアンスに関する重要な事項を発見し、是正することを目的
として、内部通報制度の範囲をグループ全体とする。
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ロ 子会社の経営上の重要事項に関しては、当社の事前承認を要する事項や当
社への報告を要する事項を取り決める。

ハ 当社グループは、年度計画のみならず、中期経営を策定し、将来の経営目
標と経営ビジョンを前提とした中期的な経営戦略と経営施策を明らかにす
る。当社は、中期経営計画の策定を通じて、計画的かつ組織的な事業経営
の実現に努め、経営のスピードを高める。

ニ 当社は、「内部監査規程」に基づき、内部監査室が子会社を含めた業務及び
財産の状況の監査を行い、当社グループの業務執行の適正を確保する。

⑥反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方並びにそれを確保するための体制
イ 当社は、企業の社会的責任を自覚して、社会の秩序や当社の健全な企業活

動に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係を遮断する。
ロ 当社は、「反社会的勢力対策規程」を定め、反社会的勢力に対しては、毅然

とした態度で対応する。また、不当要求防止責任者を設置して、いかなる
名目の利益供与も行わない。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人、当該使用人の取締役からの独立性及び当該
使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する体制
イ 当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

は、遅滞なく、当該使用人を置く。
ロ 監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合、当該使用人の人事異動、人

事評価及び懲戒処分等の決定については、事前に監査役会又は監査役の同
意を要する。

ハ 監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合、当該使用人が他部署の使用
人を兼務するときは、監査役の職務補助に係る業務を優先する。また、監
査役を補助する業務については、当該使用人に対する指揮命令権限は監査
役に帰属し、取締役の指揮命令を受けない。

⑧取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ 当社グループの役職員は、法令若しくは定款に反する行為、不正行為、又

は当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときや、経営上、
重要な影響を及ぼす決定をしたときは、直ちに監査役又は監査役会に報告
する。

ロ 当社は、「コンプライアンス規程」を定め、監査役又は監査役会に前号の報
告したことを理由として、当該報告者に対して、人事上その他不利な取扱
いを行わない。

ハ 当社は、監査役がその職務を遂行するために、監査費用の前払い又は償還
等の請求をしたときは、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められ
た場合を除き、速やかに対応する。

ニ 監査役は、取締役の意思決定の過程及び職務の執行の状況等を把握して、
経営に対する監視機能を発揮するために、取締役会のほか、経営会議やそ
の他の重要な会議に出席することができる。また、稟議書やその他の重要
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な文書を閲覧し、必要に応じて当社グループの役職員に説明を求めること
ができる。

ホ 当社は、監査役が適切にその職務を果たすことができるように、監査役と
積極的にコミュニケーションを図り、取締役社長その他の役職者は、監査
役と定期的に意見交換を実施する。また、監査の計画、実施、結果の共有
等の各段階において、監査役又は監査役会が内部監査人及び監査法人と密
接に連携できるように協力する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 取締役会は14回開催されており、他に取締役会決議があったものとみなす書

面決議が２回ありました。また、コンプライアンス委員会を開催するととも
に、役職員に対し必要な研修を行っております。社内規程等は随時見直しを
行い更新するとともに、その内容を周知し、常時確認できるようにしており
ます。

② 監査役会は12回開催され、過半数が社外監査役により構成されております。
監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、
取締役、内部監査室との間で意見交換を行っております。

③ 内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社の各部門への監査を実施し、そ
の結果を代表取締役社長に報告しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2022年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,600,637 流 動 負 債 830,902

現 金 及 び 預 金 1,214,521 1年内償還予定の社債 100,000

売 掛 金 953,786 1年内返済予定の長期借入金 292,854

貯 蔵 品 8,477 未 払 金 125,598

立 替 金 379,053 未 払 法 人 税 等 111,509

そ の 他 46,367 賞 与 引 当 金 57,943

貸 倒 引 当 金 △1,568 そ の 他 142,997

固 定 資 産 789,722 固 定 負 債 840,522

有 形 固 定 資 産 138,612 長 期 借 入 金 602,497

建 物 110,123 退職給付に係る負債 26,425

構 築 物 16,650 繰 延 税 金 負 債 89,393

工具、器具及び備品 11,604 そ の 他 122,206

そ の 他 234 負 債 合 計 1,671,424

無 形 固 定 資 産 542,056 （純 資 産 の 部）

の れ ん 234,820 株 主 資 本 1,709,490

契約関連無形資産 257,692 資 本 金 291,924

そ の 他 49,544 資 本 剰 余 金 281,924

投 資 そ の 他 の 資 産 109,053 利 益 剰 余 金 1,135,711

繰 延 税 金 資 産 46,765 自 己 株 式 △70

そ の 他 62,287 新 株 予 約 権 9,444

純 資 産 合 計 1,718,935

資 産 合 計 3,390,360 負 債 純 資 産 合 計 3,390,360

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,174,557

売 上 原 価 2,095,714

売 上 総 利 益 2,078,842

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,894,590

営 業 利 益 184,251

営 業 外 収 益

助 成 金 収 入 40,943

そ の 他 8,208 49,151

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,535

リ ー ス 解 約 損 1,642

和 解 金 1,780

そ の 他 254 10,212

経 常 利 益 223,190

特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 35,241 35,241

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 258,432

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 119,535

法 人 税 等 調 整 額 △8,956 110,579

当 期 純 利 益 147,853

親会社株主に帰属する当期純利益 147,853

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本
新株予約権 純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

当期首残高 290,394 280,394 987,858 － 1,558,647 710 1,559,357

当期変動額

新株の発行 1,530 1,530 3,060 3,060

新株予約権の付与 8,734 8,734

自己株式の取得 △70 △70 △70

親会社株主に帰属する当期純利益 147,853 147,853 147,853

当期変動額合計 1,530 1,530 147,853 △70 150,842 8,734 159,577

当期末残高 291,924 281,924 1,135,711 △70 1,709,490 9,444 1,718,935

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称
株式会社オルテンシアハーモニー、スカイハート株式会社
なお、スカイハート株式会社については、当期新たに取得し、連結子会社と

いたしました。

持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

会計方針に関する事項
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品…………………最終仕入原価法

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ８～39年

構 築 物 10～42年

工 具、 器 具 及 び 備 品 ３～15年

無形固定資産…………定額法

なお、主な償却年数は以下のとおりであります。

ソフトウエア（自社利用分） ５年 （社内における利用可能期間）

の れ ん ５～13年

契 約 関 連 無 形 資 産 13年

(3)引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金……売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に対応した
支給見積相当額を計上しております。
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(4)退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。その計算方法は、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法としております。

(5)重要な収益及び費用の計上基準
当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業におけ
る主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する
通常の時点）は以下の通りであります。

マッサージ直営事業
当社および連結子会社では、主治医から歩行困難のため通院が難しいと判断さ

れた顧客に対して、マッサージ施術サービスを提供しております。マッサージ施
術サービスは、主として医療保険制度に基づく診療契約に基づき、マッサージ施
術サービス提供を履行義務としています。履行義務の充足時点については、顧客
へのマッサージ施術サービスの提供を完了した時点としております。

マッサージフランチャイズ事業
当社および連結子会社では、当社とフランチャイズ加盟契約を締結した加盟店

オーナーに対して、フランチャイズロイヤルティとその他サービスである営業支
援・マッサージ施術の教育・レセプト管理システムの貸与・貯蔵品の販売等の経
営支援サービスを提供しております。経営支援サービスは、加盟店オーナーとの
フランチャイズ加盟契約に基づき、経営支援サービス提供を履行義務としていま
す。経営支援サービス（貯蔵品の販売を除く）の履行義務の充足時点については、
加盟店オーナーへの経営支援サービスの提供を完了した時点としております。

なお、ロイヤルティ収入は、契約相手先の売上高を算定基礎として測定し、そ
の発生時点を考慮して収益認識しております。

マッサージフランチャイズ事業における一部の収益について、顧客への財又は
サービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客か
ら受け取る額から加盟店オーナー等に支払う額を控除した純額で収益を認識する
こととしております。

貯蔵品の国内販売については、出荷時から当該貯蔵品の支配が顧客に移転され
る時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

その他事業
当社および連結子会社では、その他事業として主に訪問看護事業を行っており

ます。訪問看護事業においては、主として主治医より訪問看護が必要と判断され
た顧客に対して、訪問看護サービスを提供しております。訪問看護サービスは、
主として医療保険及び介護保険制度に基づく診療契約に基づき、訪問看護サービ
スの提供を履行義務としています。履行義務の充足時点については、顧客への訪
問看護サービスの提供を完了した時点としております。
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当社および連結子会社では、各サービスの提供対価は、医療保険および介護保
険制度に基づく保険請求に関しては概ね３か月以内、その他のサービス対価につ
いては概ね1か月以内に受領しています。対価の金額に重要な金融要素は含まれて
おりません。売上高（取引価格）は財又はサービスと交換時に当社が受け取ると
見込んでいる対価の金額であり、消費税等第三者のために回収する金額は除いて
おります。

(6)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である株式会社オルテンシアハーモニー及びスカイハート株式会社
の決算日は３月31日であります。

会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益
認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサー
ビスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することとしております。なお、「収益認識に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日。）第98項に定める代替的
な取扱いを適用し、貯蔵品の国内の販売において、出荷時から当該貯蔵品の支配が顧
客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して
おります。収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書
きに定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計
方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、連結計算書
類に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準
第19項および「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）
第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計
方針を、将来にわたって適用することといたしました。これに伴う連結計算書類に与
える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りについては、合理的な予測をもとに算出しておりますが、特に重要

なものとして以下の項目を考えております。
なお、新型コロナウイルス感染症については、現在も引き続き当社の業績に影響が

生じております。会計上の見積りにおいては、現時点で新型コロナウイルス感染症が
収束する時期を予測することは困難ですが、当連結会計年度末現在で入手できる情報
に基づいて、翌連結会計年度（2023年３月期）も一定期間において新型コロナウイル
ス感染症の影響が継続し、その後緩やかに収束するものとの仮定をおいております。
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上記における仮定は不確実性が高く、新型コロナウイルスの感染状況や経済への影
響によっては、翌連結会計年度（2023年３月期）以降の連結計算書類に重要な影響を
及ぼす可能性があります。

１．無形固定資産
(1)連結計算書類に計上した金額

勘定科目 償却期間 金額

のれん ５～13年 234,820千円

契約関連無形資産 13年 257,692千円

(2)会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
契約関連無形資産及びのれんは規則的に減価償却されますが、減損の兆候があ

ると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定す
る必要があります。判定の結果、減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。

株式会社オルテンシアハーモニーの子会社化に伴い取得した契約関連無形資産
の企業結合日時点における時価の見積りは、フランチャイズ契約に基づく長期間
のロイヤルティ売上の前提となる療養費取扱高予測やフランチャイズ契約の解約
予測等、経営者の判断を伴う仮定を基礎としており、その予測には高い不確実性
を伴います。

取得時の仮定に用いた療養費取扱高予測の大幅な未達や予測を上回るフランチ
ャイズ契約の解約により、契約関連無形資産及びのれんについて減損損失を計上
する可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
(1)連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（長期） 46,765千円

(2)会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち将来にわたり

税金負担額に影響することが認められる範囲内で認識しております。
繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得の見積りは、将来

の事業計画を基礎としております。事業計画に含まれる将来の売上高予測の主要な
仮定は、主に施術回数の見込みでありますが、施術回数が見込みよりも大幅に未達
となった場合、繰延税金資産の計上額を取り崩す可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 32,664千円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

(2) 流動負債「その他」のうち、契約負債残高 9,723千円
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連結損益計算書に関する注記
(1)事業譲渡益の内容は、次のとおりであります。

仙台事業所 12,971千円

昭島事業所 7,252千円

多摩稲城事業所 8,530千円

富山南事業所 6,486千円

各事業所のマッサージ直営事業を譲渡したものであります。

(2)顧客との契約から生じる収益
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記

載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、(収益認識に関する注記)
に記載しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数（株)

当連結会計年度末

株式数(株)

普通株式 2,332,600 4,000 ― 2,336,600

合計 2,332,600 4,000 ― 2,336,600

当連結会計年度の発行済株式総数の増加4,000株は、新株予約権の行使によるもので
あります。

２．配当に関する事項
基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の総

額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2022 年６月

28日

定時株主総

会

普通株式
繰越利益剰

余金
24,697 10.57

2022 年３月

31日

2022年６月29

日
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３．当連結会計年度末における新株予約権に関する事項
新株予約権の目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる
株式の数(株)

第1回新株予約権 普通株式 39,000

第2回新株予約権 普通株式 20,000

第3回新株予約権 普通株式 10,000

第4回新株予約権 普通株式 50,000

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入及び社債により資金を調達しております。

(2) 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金については、主に医療保険制度及び介護保険制度に基づ

く債権であり、その大半は各地域の後期高齢者医療広域連合等の保険者であるた
めリスクは僅少であります。また、フランチャイズ加盟店に対する立替金につい
ても各フランチャイズが持つ同医療債権を一時立て替えて先払いしているもので
あり、加盟店オーナーの信用リスクに晒されております。一方でその一部は利用
者に対する債権であり、これは利用者の信用リスクに晒されております。

営業債務である未払金及び未払費用は、そのほとんどが１年以内の支払期日で
あります。また、長期借入金及び社債は、事業活動に必要な資金の調達を目的に
したものであり、流動性リスクに晒されております。

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、担当部署が取引相手からの入金状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、滞留債権の早期
把握や軽減を図っております。

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
の管理

担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維
持等により流動性のリスクを管理しております。

― 35 ―

2022年06月08日 14時33分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。また、現金は注記を省略してお
り、預金、売掛金、立替金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ
とから、注記を省略しております。

(単位：千円)

科 目
連結貸借対照表

計上額
時 価 差 額

(負債)

(1) 社債（※１） 100,000 100,255 255

(2) 長期借入金（※２） 895,351 897,649 2,298

(※１) 1年内償還予定の社債100,000千円は社債に含めております。
(※２) 1年内返済予定の長期借入金292,854千円は長期借入金に含めております。

(注１) 社債及び長期借入金の翌連結会計年度以降の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

社債 100,000 － － － － －

長期借入金 292,854 238,020 238,220 104,641 21,468 148

合計 392,854 238,020 238,220 104,641 21,468 148

(注２) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要

性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相

場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能な

インプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、
それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優
先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 100,255 － 100,255

長期借入金 － 897,649 － 897,649

負債計 － 997,904 － 997,904

(注１) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
これらの時価は、元利金の合計額と、新規に同様の借入を行った場合に想
定される利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に
分類しております。
(注２) 金融商品の時価の算定方法に関する事項
負 債
(1)社債

当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の
残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算
定しております。

(2) 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行っ
た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しておりま
す。

企業結合等関係に関する注記
取得による企業結合
(1)企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 スカイハート株式会社
事業の内容 居宅介護支援事業、訪問介護事業

②企業結合を行った主な理由
当社は、「全国津々浦々に、一人でも多くの方に速やかにフレアスのサー

ビスを提供し、日本の在宅事業を明るくする。」という経営ビジョンのもと、
団塊の世代が75歳以上の後期高齢者に達する2025年頃には、国民の３人に１
人が65歳以上の高齢者、５人に１人が75歳以上の後期高齢者になるいわゆる
「2025年問題」の解決企業として、在宅マッサージサービスの拡大を推進す
るとともに、訪問看護及び訪問介護事業を展開してまいりました。

千葉県千葉市を中心に事業を展開してきたスカイハート株式会社の株式
100％を譲り受けることにより、同地域における居宅介護支援事業と訪問介
護事業に参入し、在宅マッサージとの複合サービスを提供することで、社会
福祉サービスを総合的に提供できる企業に成長してまいります。
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③企業結合日
2021年４月１日

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤結合後企業の名称
結合後企業の名称に変更はありません。

⑥取得した議決権比率
100.0％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が、現金を対価として株式を取得したためであります。

(2)連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2021年４月１日から2022年３月31日

(3)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金及び預金 5,000千円
取得原価 5,000千円

(4)主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 350千円

(5)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
1,745千円

②発生原因
今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間
１年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内
訳

流動資産 15,762千円
固定資産 878千円
資産合計 16,640千円
流動負債 1,451千円
固定負債 12,726千円
負債合計 14,177千円

(7)のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内
容並びに主要な種類別の加重平均償却期間
該当事項はありません。
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収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)

合計マッサージ
直営事業

マッサージ
フランチャ
イズ事業

計

＜財又はサービスの種類別の内訳＞

訪問マッサージ 3,192,863 ― 3,192,863 ― 3,192,863

フランチャイズロイヤ
ルティ

― 267,448 267,448 ― 267,448

その他のフランチャイ
ズ加盟店向けサービス

― 308,006 308,006 ― 308,006

その他 124 ― 124 379,041 379,165

顧客との契約から生じ
る収益

3,192,987 575,455 3,768,442 379,041 4,147,484

その他の収益 ― 25,872 25,872 1,200 27,072

外部顧客への売上高 3,192,987 601,328 3,794,315 380,241 4,174,557

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、
訪問看護・訪問介護・居宅介護支援事業を含んでおります。

２．その他の収益は、主として企業会計基準第13号「リース取引に関する会計
基準」に基づくリース取引の収益が含まれております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 会計方針

に関する事項(5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。
(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・
フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から
翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情
報
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１．契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高)
売掛金 891,307千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高)
売掛金 953,786千円

契約負債(期首残高)
前受金 7,326千円

契約負債(期末残高)
前受金 9,723千円

連結貸借対照表において、契約負債は、その他に含まれております。契約
負債は、主としてサービスの提供時に収益を認識する契約について、顧客か
ら受け取った前受対価に関連するものであります。

２．残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、

当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の
便法を適用し、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 731円63銭

１株当たり当期純利益 63円30銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2022年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,261,824 流 動 負 債 805,107

現 金 及 び 預 金 1,052,320 1年内償還予定の社債 100,000

売 掛 金 936,755 1年内返済予定の長期借入金 290,766

貯 蔵 品 8,170 未 払 金 147,809

前 払 費 用 39,054 未 払 消 費 税 等 12,161

そ の 他 226,557 未 払 費 用 59,591

貸 倒 引 当 金 △1,033 前 受 金 9,723

固 定 資 産 993,197 未 払 法 人 税 等 112,080

有 形 固 定 資 産 16,880 預 り 金 15,743

建 物 13,456 賞 与 引 当 金 57,189

工具、器具及び備品 3,424 そ の 他 42

無 形 固 定 資 産 65,587 固 定 負 債 732,222

ソ フ ト ウ エ ア 36,665 長 期 借 入 金 594,797

の れ ん 16,960 退 職 給 付 引 当 金 26,425

そ の 他 11,961 そ の 他 111,000

投 資 そ の 他 の 資 産 910,729 負 債 合 計 1,537,330

関 係 会 社 株 式 466,707 （純 資 産 の 部）

関係会社長期貸付金 340,052 株 主 資 本 1,708,246

長 期 前 払 費 用 1,161 資 本 金 291,924

敷 金 及 び 保 証 金 52,495 資 本 剰 余 金 281,924

繰 延 税 金 資 産 46,765 資 本 準 備 金 281,924

そ の 他 3,547 利 益 剰 余 金 1,134,467

その他利益剰余金 1,134,467

繰越利益剰余金 1,134,467

自 己 株 式 △70

新 株 予 約 権 9,444

純 資 産 合 計 1,717,691

資 産 合 計 3,255,021 負 債 純 資 産 合 計 3,255,021

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,923,661

売 上 原 価 1,973,641

売 上 総 利 益 1,950,020

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,765,104

営 業 利 益 184,915

営 業 外 収 益

助 成 金 収 入 40,943

業 務 受 託 収 入 12,768

そ の 他 9,781 63,493

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,162

リ ー ス 解 約 損 1,642

和 解 金 1,780

そ の 他 533 10,118

経 常 利 益 238,290

特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 35,241 35,241

税 引 前 当 期 純 利 益 273,531

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 118,620

法 人 税 等 調 整 額 △1,743 116,877

当 期 純 利 益 156,654

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合 計資 本

準 備 金

資 本

剰 余 金

合 計

そ の 他

利益剰余金
利 益

剰 余 金

合 計
繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 290,394 280,394 280,394 977,813 977,813 － 1,548,602

当 期 変 動 額

新株の発行 1,530 1,530 1,530 3,060

当期純利益 156,654 156,654 156,654

自己株式の取得 △70 △70

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額)

当期変動額合計 1,530 1,530 1,530 156,654 156,654 △70 159,644

当 期 末 残 高 291,924 281,924 281,924 1,134,467 1,134,467 △70 1,708,246

新 株

予 約 権

純 資 産

合 計

当 期 首 残 高 710 1,549,312

当 期 変 動 額

新株の発行 3,060

当期純利益 156,654

自己株式の取得 △70

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額)
8,734 8,734

当期変動額合計 8,734 168,379

当 期 末 残 高 9,444 1,717,691

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 …………………移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 …………………最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ８～39年

工 具、 器 具 及 び 備 品 ３～10年

無形固定資産…………定額法

なお、主な償却年数は以下のとおりであります。

ソフトウエア（自社利用分） ５年 （社内における利用可能期間）

の れ ん ５～10年

４．引当金の計上基準
(1) 貸 倒 引 当 金……売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(2) 賞 与 引 当 金……従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に対応した
支給見積相当額を計上しております。

(3) 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務の見込額に基づき計上しております。その計算
方法は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法としております。

５．重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の
内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以
下の通りであります。
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マッサージ直営事業
当社では、主治医から歩行困難のため通院が難しいと判断された顧客に対して、

マッサージ施術サービスを提供しております。マッサージ施術サービスは、主と
して医療保険制度に基づく診療契約に基づき、マッサージ施術サービス提供を履
行義務としています。履行義務の充足時点については、顧客へのマッサージ施術
サービスの提供を完了した時点としております。

マッサージフランチャイズ事業
当社では、当社とフランチャイズ加盟契約を締結した加盟店オーナーに対して、

フランチャイズロイヤルティとその他サービスである営業支援・マッサージ施術
の教育・レセプト管理システムの貸与・貯蔵品の販売等の経営支援サービスを提
供しております。経営支援サービスは、加盟店オーナーとのフランチャイズ加盟
契約に基づき、経営支援サービス提供を履行義務としています。経営支援サービ
ス（貯蔵品の販売を除く）の履行義務の充足時点については、加盟店オーナーへ
の経営支援サービスの提供を完了した時点としております。

なお、ロイヤルティ収入は、契約相手先の売上高を算定基礎として測定し、そ
の発生時点を考慮して収益認識しております。

マッサージフランチャイズ事業における一部の収益について、顧客への財又は
サービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客か
ら受け取る額から加盟店オーナー等に支払う額を控除した純額で収益を認識する
こととしております。

貯蔵品の国内販売については、出荷時から当該貯蔵品の支配が顧客に移転され
る時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

その他事業
当社では、その他事業として主に訪問看護事業を行っております。訪問看護事

業においては、主として主治医より訪問看護が必要と判断された顧客に対して、
訪問看護サービスを提供しております。訪問看護サービスは、主として医療保険
及び介護保険制度に基づく診療契約に基づき、訪問看護サービスの提供を履行義
務としています。履行義務の充足時点については、顧客への訪問看護サービスの
提供を完了した時点としております。

当社では、各サービスの提供対価は、医療保険および介護保険制度に基づく保
険請求に関しては概ね３か月以内、その他のサービス対価については概ね1か月以
内に受領しています。対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。売上
高（取引価格）は財又はサービスと交換時に当社が受け取ると見込んでいる対価
の金額であり、消費税等第三者のために回収する金額は除いております。
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会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当期より適用しております。連結注記表「会計方針の変更
に関する注記（収益認識に関する会計基準等の適用）」に同一の記載をしております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当期より適用しております。連結注記表「会計方針の
変更に関する注記（時価の算定に関する会計基準等の適用）」に同一の記載をしており
ます。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りについては、合理的な予測をもとに算出しておりますが、特に重要

なものとして以下の項目を考えております。
なお、新型コロナウイルス感染症については、現在も引き続き当社の業績に影響が

生じております。会計上の見積りにおいては、現時点で新型コロナウイルス感染症が
収束する時期を予測することは困難ですが、当事業年度末現在で入手できる情報に基
づいて、翌事業年度（2023年３月期）も一定期間において新型コロナウイルス感染症
の影響が継続し、その後緩やかに収束するものとの仮定をおいております。
上記における仮定は不確実性が高く、新型コロナウイルスの感染状況や経済への影

響によっては、翌事業年度（2023年３月期）以降の計算書類に重要な影響を及ぼす可
能性があります。

繰延税金資産の回収可能性
貸借対照表に計上した金額

繰延税金資産（長期） 46,765千円

会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報につ
きましては連結注記表記載のとおりです。

貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 29,076千円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

(2)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く）

短期金銭債権 61,244千円
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損益計算書に関する注記
(1)事業譲渡益の内容は、次のとおりであります。

仙台事業所 12,971千円

昭島事業所 7,252千円

多摩稲城事業所 8,530千円

富山南事業所 6,486千円

各事業所のマッサージ直営事業を譲渡したものであります。

(2)関係会社との取引高

営業取引以外の取引高 14,650千円

(3)顧客との契約から生じる収益
売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 3,909,290千円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期
首

増加 減少 当事業年度末

普通株式 ㈱ － 65 － 65

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 65株

税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

減価償却限度超過額 377千円

退職給付引当金 7,906千円

賞与引当金 17,111千円

未払事業税等 7,086千円

未払法定福利費 2,563千円

資産調整勘定 9,122千円

その他 6,262千円

繰延税金資産小計 50,430千円

評価性引当金 △3,664千円

繰延税金資産合計 46,765千円
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関連当事者との取引に関する注記

属性
会 社 等

の 名 称

議 決 権 等 の

所 有 ( 被 所

有 ) の 割 合

関 連 当

事 者 と

の 関 係

取 引 の

内 容

取 引

金 額

( 千 円 )

科 目
期 末 残 高

（千 円）

子

会

社

株式会社オルテ

ンシアハーモニ

ー

所有

直接100.0％

運転資金の

貸付、役務

の提供及び

役員の兼任

利息の受け取り 1,627

関係会社一

年内返済予

定長期貸付

金

59,976

資 金 の 返 済 59,976
関係会社長

期貸付金
170,052

業 務 受 託 12,768 － －

子

会

社

スカイハート株

式会社

所有

直接100.0％

運転資金の

貸付、役務

の提供及び

役員の兼任

資 金 の 貸 付 170,400

関係会社長期貸付金 170,000資 金 の 返 済 400

利息の受け取り 255

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。な
お、担保は受け入れておりません。

会社運営等にかかる業務の受託に関する取引条件については、受託する業務の内容
等を勘案のうえ決定しております。取引金額には消費税等が含まれておりません。

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表と同一であります。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 731円10銭

１株当たり当期純利益 67円07銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2022年５月23日

株式会社フレアス

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 野 隆 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 端 美 穂

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フレアスの2021年４月１日から

2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社フレアス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違
があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連
結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2022年５月23日

株式会社フレアス

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 野 隆 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 端 美 穂

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フレアスの2021年４月１日

から2022年３月31日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算
書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ
いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれ
る場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第20期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につい
て検討いたしました。

― 53 ―

2022年06月08日 14時33分 $FOLDER; 53ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月24日

株式会社フレアス 監査役会

常勤監査役 奈 良 香 澄 ㊞

常勤監査役（社外監査役） 赤 池 雅 司 ㊞

監査役（社外監査役） 日 浦 正 貴 ㊞

監査役（社外監査役） 古 賀 望 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

当期の期末配当につきましては、経営環境及び財務状況等を勘案し、下記のとお

りといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円57銭 総額 24,697,175円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月29日

第２号議案 定款一部変更の件

(1) 提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書に

規定する規定が2022年9月1日に施行され、株主総会資料の電子提供制度が導入さ

れることに伴い、変更したいと存じます。

また、新規事業への進出を図るため、定款第2条所定の事業目的に「23 ホス

ピスに関するサービス及びホスピス用住宅事業、有料老人ホーム及びサービス付

高齢者向け住宅事業」を追加する変更をしたいと存じます。
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(2) 変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）

現 行 定 款 変 更 案

第１章 総 則 第１章 総 則
（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。
１～22 （省略）

（新設）

23～27 （省略）

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。
１～22 （現行どおり）
23 ホスピスに関するサービス及び
ホスピス用住宅事業、有料老人ホー
ム及びサービス付高齢者向け住宅事
業
24～28 （現行どおり）

第３章 株主総会 第３章 株主総会
第12条～第17条 （条文省略） 第12条～第17条 （現行どおり）

（株主総会参考書類等のインターネット開
示とみなし提供）
第18条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報告、
計算書類及び連結計算書類に記載又
は表示をすべき事項に係る情報を、
法務省令に定めるところに従いイン
ターネットを利用する方法で開示す
ることにより、株主に対して提供し
たものとみなすことができる。

（削除）

（新設）

（株主総会参考書類等の電子提供措置）
第18条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容であ
る情報について電子提供措置をとる
ものとする。

２ 当会社は、電子提供措置事項のう
ち法務省令で定めるものの全部また
は一部について、書面の交付を請求
した株主に対して交付する書面に記
載することを要しないものとする。
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（新設）

附則
第１条 変更前定款第１8条の規定の削除お

よび変更後定款第１8条の規定の新
設は 、 会社法の一部を改正する法
律「令和元年法律第 70 号」附則第
１条ただし書きに定める施行日（以
下「 施行日 」という。）から効力
を生ずるものとする。

２ 施行日から次の定めを有するもの
とする。なお、本定めは施行日から
６か月を経過した日、もしくは施行
日から６か月以内に開催する最後の
株主総会の日から3か月を経過した
日のいずれか遅い日まで、効力を有
するものとする。

当会社は、株主総会の招集に際
し、株主総会参考書類、事業報
告、計算書類及び連結計算書類に
記載又は表示をすべき事項に係る
情報を、法務省令に定めるところ
に従いインターネットを利用する
方法で開示することにより、株主
に対して提供したものとみなすこ
とができる。

３ 本条は、前項で定めるいずれか遅
い日をもってこれを削除する。

― 57 ―

2022年06月08日 14時33分 $FOLDER; 57ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



第３号議案 取締役３名選任の件

取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、社外

取締役１名を含む取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

１

澤
さわ

登
のぼり

拓
たく

（1969年１月９日生）

1999年４月

2000年４月

2000年７月

2002年４月

2005年４月

2016年３月

2020年６月

有限会社東洋医学会館入社

株式会社アメニティサービス入社

ふれあい在宅マッサージ開業

有限会社ふれあい在宅マッサージ

（現当社）設立 代表取締役社長

株式会社ふれあい在宅マッサージ

（現当社）組織変更 代表取締役社

長（現任）

株式会社優美設立 代表取締役社長

（現任）

株式会社オルテンシアハーモニー

代表取締役（現任）

752,100株

【取締役候補者とした理由】
長年にわたり当社の代表取締役社長として、経営の重要事項決定及び業

務執行の監督に十分な役割を果たしてきており、今後も当社の事業拡大及
び経営全般に対する適切な役割が期待できると判断し、取締役候補者とい
たしました。
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２

関
せき

根
ね

竜
たつ

哉
や

（1969年９月22日生）

1993年４月

1999年４月

2001年６月

2003年３月

2006年11月

2008年６月

2017年６月

2018年６月

2019年４月

2020年４月

2020年６月

2021年１月

東急工建株式会社入社

株式会社日本リロケーション（現

株式会社リログループ）入社

日本福祉サービス株式会社（現 セ

ントケア・ホールディング株式会

社）入社

同社取締役管理部長

セントワークス株式会社代表取締

役社長

セントケア・ホールディング株式

会社常務取締役財務・経理部長

同社専務取締役事業企画本部長

当社社外取締役

セントケア・ホールディング株式

会社取締役副社長

同社取締役

当社取締役副社長（現任）

株式会社オルテンシアハーモニー

取締役副社長（現任）

11,600株

【取締役候補者とした理由】
上場企業における経営陣としての経験、介護業界における豊富な経験と

幅広い見識を有していることから、当社の事業拡大及び経営全般に対する
適切な役割が期待できると判断し、取締役候補者といたしました。

３

千
ち

葉
ば

大
だい

介
すけ

（1970年７月18日生）

1993年４月

2001年９月

2008年２月

2010年８月

2013年６月

2017年６月

2018年10月

2020年６月

新日本製鐵株式会社（現日本製鉄

株式会社）入社

株式会社インクス入社

縄文アソシエイツ株式会社入社

株式会社産業革新機構（現株式会

社産業革新投資機構）入社 ディ

レクター

同社マネージングディレクター組

織戦略室長

同社執行役員マネージングディレ

クター組織戦略室長

マグナサーチ株式会社設立

代表取締役社長（現任）

当社社外取締役（現任）

―株

【社外取締役候補者とした理由】
投資ファンドでの経験を経て自ら会社を経営するなど、幅広い経験と高

い見識を有しており、当社の重要事項の決定及び経営執行の監督に十分な
役割を果たすことが期待できるため、社外取締役としての職務を適切に遂
行することができるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。
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（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．千葉大介氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は、千葉大介氏

を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

３．千葉大介氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって２年とな

ります。

４．当社と、千葉大介氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項で定める最低責任

限度額を限度としております。同氏の再任が承認された場合、当該保険契

約の被保険者に継続して含められることとなります。

第４号議案 監査役３名選任の件

監査役 赤池雅司氏、監査役 日浦正貴氏及び監査役 古賀望氏は、本総会終結の

時をもって任期満了となりますので、監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社の株式数

１

赤
あ か い け ま さ し

池 雅 司
（1953年１月４日生）

1978年４月

1999年３月

2001年１月

2001年９月

2009年９月

2015年９月

2017年６月

ヘキストジャパン株式会社（現サ

ノフィ株式会社）入社

スミスクラインビーチャム製薬株

式会社（現グラクソ・スミスクラ

イン株式会社）開発本部前臨床開

発部部長

同社開発本部安全性研究部部長

同社開発本部前臨床開発部部長

同社開発本部早期開発部門 部門

長

東京大学医学部付属病院 臨床研

究推進センター顧問

当社社外監査役（現任）

5,000株

【社外監査役候補者とした理由】
長年にわたり製薬企業において業務品質の信頼性保証や法令遵守の促進

の業務に従事しており、また監査役としての豊富な経験と知識を有してお
り、当社監査体制の一層の強化を図るための客観的かつ公正な立場での取
締役の職務執行の監査が期待できることから、社外監査役として適任であ
ると判断し、社外監査役候補者といたしました。
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２

日
ひ う ら ま さ き

浦 正 貴
（1975年１月31日生）

1997年11月

2001年４月

2005年５月

2009年２月

2013年８月

2014年12月

2016年４月

2016年11月

2017年６月

2018年11月

2020年３月

朝日監査法人（現有限責任あずさ

監査法人）入所

公認会計士登録

スター・マイカ株式会社入社 経

営企画室長

同社取締役経営企画室長

同社取締役企画本部長

同社取締役ＣＦＯ管理本部長

日浦公認会計士事務所所長（現任）

ライジング・フォース株式会社取

締役（現任）

当社社外監査役（現任）

トライアンフィールドホールディ

ングス株式会社社外監査役（現任）

株式会社あしたのチーム社外監査

役（現任）

5,000株

【社外監査役候補者とした理由】
公認会計士として専門的な知識と豊富な経験を有するほか、事業会社に

おける監査役として豊富な経験と知識を有しており、当社監査体制の一層
の強化を図るための有用な助言や提言が期待されることから、社外監査役
として適任であると判断し、社外監査役候補者といたしました。

３

古
こ が の ぞ む

賀 望
（1968年10月24日生）

1994年４月

1999年10月

2003年８月

2011年１月

2011年１月

2014年１月

2018年３月

2018年６月

2022年４月

通商産業省（現経済産業省）入省

朝日監査法人（現有限責任あずさ

監査法人）入所

公認会計士登録

弁護士登録

弁護士法人法律事務所ＭＩＲＡＩ

Ｏ入所

アルテ総合法律事務所入所

弁護士法人泉総合法律事務所入所

当社社外監査役（現任）

香川総合法律事務所（現任）

―株

【社外監査役候補者とした理由】
弁護士として専門的な知識と豊富な経験を有するほか、事業会社におけ

る監査役として豊富な経験と知識を有しており、当社監査体制の一層の強
化を図るための有用な助言や提言が期待できることから、社外監査役とし
て適任であると判断し、社外監査役候補者といたしました。

（注）１．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．赤池雅司氏、日浦正貴氏、古賀望氏の３氏は社外監査役候補者でありま

す。なお、当社は赤池雅司氏、日浦正貴氏、古賀望氏を、東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として届け出ております。

３．社外監査役候補者の就任期間は、本総会の終結の時をもって赤池雅司氏、
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日浦正貴氏は５年、古賀望氏は４年となります。

４．当社と、赤池雅司氏、日浦正貴氏及び古賀望氏は、会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第

425条第１項で定める最低責任限度額を限度としております。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結し、被保険者がその地位に基づいて行った不当な行

為に起因して損害賠償請求された場合の損害賠償金及び争訟費用、並び

に、会社の不当な行為に起因して有価証券損害賠償請求された場合の損害

賠償金及び争訟費用を当該保険契約により填補することとしております。

各監査役候補者は再任が承認された場合、当該保険契約の被保険者に継続

して含められることとなります。

６．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

被保険者がその地位に基づいて行った不当な行為に起因して損害賠償請求

された場合の損害賠償金及び争訟費用、並びに、会社の不当な行為に起因

して有価証券損害賠償請求された場合の損害賠償金及び争訟費用が填補対

象であります。また、保険料については、その全額を会社が負担しており

ます。なお、被保険者である役員等の職務の執行の適正性が損なわれない

ようにするため、当該被保険者が違法に利益又は便宜を得た場合や、法令

に違反することを認識しながら行った行為等に関しては、上記保険契約に

より填補されません。

第５号議案 会計監査人選任の件

当社の会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は、本総会終結の時をもって任

期満了となります。現在の会計監査人につきましても、会計監査が適切かつ妥当に

行われる体制を十分に備えているものと考えておりますが、監査役会は、当社の事

業規模に見合った監査対応及び監査費用の相当性について、複数の監査法人を比較

検討した結果、新たな会計監査人としてかがやき監査法人を選任するものでありま

す。

また、監査役会がかがやき監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、同監査

法人を起用することで、新たな視点の監査が期待できることに加え、同監査法人の

専門性、独立性、適切性、品質管理体制及び監査水準の報酬等を総合的に勘案した

結果、適任であると判断したためであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいております。

会計監査人候補者は、次のとおりであります。
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名称 かがやき監査法人

事務所
名古屋市中村区名駅一丁目１番１号 ＪＰタワー名古
屋６階

沿革 2003年４月設立

概要
出資金 9百万円

構成人員 66名

監査証明業務を
行っている会社

64社

以 上
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東口

首都高速3号
線渋谷線

渋谷署前

ビックカメラ

ファースト
キッチン

かつや

渋谷局

東京スクールオブ
ミュージック
専門学校 太陽生命

渋谷ビル

TKP渋谷カンファレンスセンター

宮益坂上

ENEOS

ＪＲ渋谷駅

ハチ公口
宮益坂口

東急

渋谷駅

出口B5

りそな銀行

渋谷ヒカリエ

宮益坂

UFJ信託

渋谷クロスタワー

商工中金

ECC
外語学院

銀だこ

西口 渋谷署

渋谷ストリーム

明
治
通
り

バス
ロータリー

シオノギ
渋谷ビル

TKPガーデンシティ渋谷
ホール4C

山
手
線

Ｎ

青
山
通
り

株主総会会場ご案内図

会 場 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号 渋谷東口ビル４階

ＴＫＰガーデンシティ渋谷 ホール４Ｃ

電話番号 03－6418－1073

交 通 ●ＪＲ山手線・埼京線・湘南新宿ライン「渋谷」駅

東口より徒歩３分

●東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線「渋谷」駅

B5番出口より徒歩２分

●東急東横線・田園都市線「渋谷」駅

ヒカリエ方面連絡通路より徒歩３分

●京王井の頭線「渋谷」駅

中央口より徒歩６分

※渋谷駅周辺は改装中のため、歩道橋の位置等が変更になる可能性がございます。

（お車でのご来場はご遠慮ください）
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